
社会保険等未加入対策に係る建設工事請負契約約款の改正等について

H31.4.1 佐野市契約検査課
                                       

建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保・処遇改善等を図るため、佐野市が発注する建

設工事において、元請業者及び一次下請業者を社会保険等加入建設業者（又は適用除外の建設

業者）に限定し、二次下請以下の建設業者についても加入を原則とする取扱いとする改正を行

います。

この改正に伴い、受注者は社会保険等未加入建設業者を下請契約の相手方とすることはでき

なくなりますのでご注意ください。

また、発注者に提出する施工体制台帳に社会保険関係書類の添付等が必要になります。

【概 要】

(1) 一次下請業者を社会保険等加入建設業者に限定

受注者は、社会保険等未加入建設業者を下請契約（受注者が直接締結する下請契約に限

る。）の相手方とすることはできません。(社会保険等加入適用除外事業者を除く。)

※ 発注者が一次下請業者に「特別の事情」(※１(3)②参照)があると認め、当該業者が発注者

の指定する期間内に社会保険等に加入する場合を除きます。

【社会保険等加入適用除外事業者の例】

・健康保険：従業員が４人以下である個人事業主等

・厚生年金保険：従業員が４人以下である個人事業主等

・雇用保険：従業員が一人も雇用されていない法人等

(2)  契約違反に対する受注者への措置

     社会保険等未加入建設業者を一次下請とすることは契約違反となりますので、受注者に対し

て指名停止と工事成績評定の減点の措置を行います。

(3) 受注者による一次下請業者の社会保険等の加入状況の確認と施工体制台帳の提出

① 確認の方法

     下請契約の締結前に、一次下請業者の最新の総合評定値通知書（経営事項審査を受けていな

い場合は保険料の領収済通知書等）により、一次下請契約の相手方の社会保険等の加入状況を

確認してください。

      社会保険等加入の適用除外業者と契約を締結する場合は、受注者が「適用除外誓約書」を作

成し提出してください。

  ※ 適用除外業者の該当の有無については、年金事務所等にご確認ください。

② 「特別の事情」の該当の有無の発注者への事前確認

  「特別の事情」への該当の有無については、下請契約の締結前に発注者（監督員）に確認し

てください。（発注者から当該下請契約を締結しなければならない具体的な理由を記載した

「理由書面」を提出するよう通知があった場合には、「理由書面」を発注者あて提出（監督

員）あて提出します。）

発注者が一次下請業者に下記の「特別の事情」があると認め、当該業者が発注者の指定す

る期間内（３０日間）に社会保険等に加入した場合には、受注者は一次下請契約の相手方と

することができます。



○ 「特別の事情」とは

特殊な技術、機器又は設備等を必要とする工事、災害に伴う堤防崩壊や道路陥没等の応急工事であ

って、契約を締結しなければ契約の目的を達することができないような場合等。

○ 「特別の事情」に該当しないと考えられる例

・長年の元下関係があり他の業者では施工のマネジメントができない場合

・発注者との契約締結前にあらかじめ下請契約を締結していた場合

・他の下請業者を探す時間的余裕がなかった場合

・過去に同一箇所の工事を行った際に、下請けとして施工していた場合

③ 施工体制台帳の提出

  施工体制台帳には、一次下請業者の社会保険の加入または適用除外を証明できる書類を添

付し、発注者に提出してください。

【社会保険加入または適用除外を証明する書類】

    ・社会保険等加入の場合

一次下請業者の最新の総合評定値通知書（経営事項審査を受けていない場合は保険料

の領収済通知書等）

・社会保険等加入が適用除外の場合

      受注者が作成した「適用除外誓約書」

(4)  請負代金内訳書に法定福利費を記載

       発注者から請求があった場合には、法定福利費を記載した請負代金内訳書を作成し、発注者に

提出してください。（第３条第４項追加）

(5)  その他留意事項

    二次下請以下のについては、社会保険等加入建設業者との契約に限定していませんが、原則

として加入業者と契約するようお願いします。

問い合わせ先

佐野市役所 契約検査課 契約係

電話 0283-20-3027


